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○ 日本郵便は、日本郵便株式会社法により、その業務の範囲が定められており、本来業務、目的達成業務、目的外業務の３つに大別される。

○ 具体的には、本来業務の郵便の業務、銀行窓口業務、保険窓口業務に加え、目的達成業務として「郵便局を活用して行う地域住民の利便の増進に資す
る業務」がある。

○ また、本来業務、目的達成業務の遂行に支障のない範囲内で、目的外業務を営むことができる。

○郵政民営化法（平成17年法律第97号）（抄）

（郵政事業に係る基本的な役務の確保）
第七条の二 （略）
２ 郵便局ネットワークの活用その他の郵政事業の実施に当たっては、その公益性及び地域性が十分に発揮されるようにするものとする。

○日本郵便株式会社法（平成17年法律第100号）（抄）

（会社の目的）
第一条 日本郵便株式会社（以下「会社」という。）は、郵便の業務、銀行窓口業務及び保険窓口業務並びに郵便局を活用して行う地域住民の利便の増進に資
する業務を営むことを目的とする株式会社とする。
（業務の範囲）

第四条 会社は、その目的を達成するため、次に掲げる業務を営むものとする。
一 郵便法（昭和二十二年法律第百六十五号）の規定により行う郵便の業務
二 銀行窓口業務
三 前号に掲げる業務の健全、適切かつ安定的な運営を維持するために行う、銀行窓口業務契約の締結及び当該銀行窓口業務契約に基づいて行う関連銀行に対
する権利の行使

四 保険窓口業務
五 前号に掲げる業務の健全、適切かつ安定的な運営を維持するために行う、保険窓口業務契約の締結及び当該保険窓口業務契約に基づいて行う関連保険会社
に対する権利の行使

六 国の委託を受けて行う印紙の売りさばき
七 前各号に掲げる業務に附帯する業務

２ 会社は、前項に規定する業務を営むほか、その目的を達成するため、次に掲げる業務を営むことができる。
一 お年玉付郵便葉書等に関する法律（昭和二十四年法律第二百二十四号）第一条第一項に規定するお年玉付郵便葉書等及び同法第五条第一項に規定する寄附
金付郵便葉書等の発行

二 地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律（平成十三年法律第百二十号）第三条第五項に規定する事務取扱郵便局において行う同条
第一項第一号に規定する郵便局取扱事務に係る業務

三 前号に掲げるもののほか、郵便局を活用して行う地域住民の利便の増進に資する業務
四 前三号に掲げる業務に附帯する業務

３ 会社は、前二項に規定する業務のほか、前二項に規定する業務の遂行に支障のない範囲内で、前二項に規定する業務以外の業務を営むことができる。
４ 会社は、第二項第三号に掲げる業務及びこれに附帯する業務並びに前項に規定する業務を営もうとするときは、あらかじめ、総務省令で定める事項を総務
大臣に届け出なければならない。

５ 第一項の規定は、同項第二号の規定により会社が営む銀行窓口業務以外の銀行代理業又は同項第四号の規定により会社が営む保険窓口業務以外の保険募集
若しくは所属保険会社等の事務の代行を第二項又は第三項の規定により会社が営むことを妨げるものではない。

目的外業務

目的達成業務

本来業務





１．概要等

(1) 日本郵便は、日本郵便株式会社法（平成17年法律第100号）第14条に基づき、業務区分別収支について、毎事業年度、総務大臣に提出・公表すること
が義務付けられている。業務区分別収支の目的は、郵政事業のユニバーサルサービス等の区分（郵便、貯金、保険及びその他）に応じた収支の状況
を把握すること等。

(2) 平成27年度分については、日本郵便において、平成28年7月28日（木）に公表

２．平成27年度業務区分別収支について

(1) 平成27年度業務区分別収支

(2) 平成27年度業務区分別収支の主なポイント

① 第一号業務（郵便業務等）、第二号業務（銀行窓口業務等）及び第三号業務（保険窓口業務）のユニバーサルサービス等の収支は、いずれも黒字
を計上。

• 営業収益は、営業実績の増加等に伴い第一号業務は388億円増、第二号業務は58億円増、第三号業務は143億円増と前年度を上回った。

• 営業費用は、賞与や法定福利等の人件費増の影響等により、第一号業務は432億円増、第二号業務は75億円増、第三号業務は265億円増と
いずれも営業収益の増を上回った。

• その結果、営業損益は前年度より、第一号業務は44億円減少、第二号業務は17億円減少、第三号業務は121億円減少した。

② 第四号（その他）業務は、前年度まで赤字が続いていたが、荷物（ゆうパック、ゆうメール等）の収支改善等により、黒字に転換（+453億円）。

日本郵便の業務区分別収支（平成27年度）について 3

〔単位：億円〕
ユニバーサルサービス及び密接に関連する業務

第四号

（その他）

計第一号

（郵便業務等）

第二号

（銀行窓口業務等）

第三号

（保険窓口業務等）

営業収益 14,024 5,640 3,419 6,267 29,351

営業費用 13,946 5,552 3,272 6,204 28,973

営業損益 79 88 148 64 378

（注） 第一号：郵便、印紙の売りさばき業務 等、第二号：銀行代理業務のうち、通常貯金・定額貯金・定期貯金・為替 等
第三号：保険業務のうち、終身保険・養老保険の募集 等、第四号：荷物、金融ユニバ外商品、不動産、物販 等

（参考）平成26年度業務区分別収支 〔単位：億円〕
第一号 第二号 第三号 第四号 計

営業収益 13,636 5,582 3,276 5,698 28,191

営業費用 13,514 5,477 3,007 6,087 28,085

営業損益 123 104 269 ▲389 107



１．目的達成業務の例

２．目的外業務の例

○ 国内貨物輸送に関する貨物自動車運送事業及び貨物利用運送事業に係る業務並びに当該業務に附帯する業務で
あって、宅配便又はメール便の業務に相当するもの（例：ゆうパック等）

○ 本来業務以外に、ゆうちょ銀行の委託を受けて営む銀行代理業及びこれに付随する業務 （例：財形、他行送金等）

○ ゆうちょ銀行の委託を受けて行う金融商品仲介業（郵政民営化法第85条第2項の規定により読み替えて適用する金
融商品取引法第2条第11項に規定する金融商品仲介業をいう。） （例：国債の取扱い、投資信託の取扱い等）

○ 本来業務以外に、かんぽ生命を所属保険会社等として行う保険募集及び事務の代行並びにこれに付随する業務
（例：学資保険の募集等）

○ かんぽ生命以外の生命保険会社又は外国生命保険会社等を所属保険会社等として行う保険募集及び事務の代行
並びにこれに付随する業務 （例：がん保険（アフラック）の募集等）

○ 地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律第3条第5項に規定する郵便局取扱事務に係る
業務（例：証明書交付事務等）

○ 会社の営業所を活用した会員向け生活支援サービス業務（郵便局のみまもりサービス）

○ 承継会社が承継する不動産を活用して行う不動産業（不動産賃貸業・管理業及び建物売買業、土地売買業に限る。）

○ 会社の営業所の店頭スペース等を活用する広告業務

○ 他人の委託を受けて、輸送、保管、荷さばき、流通加工その他の貨物の流通に係る業務を一体的に行う業務及び当
該業務に係るコンサルティングに関する業務
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サービスメニュー 市区町村 郵便局

証明書交付事務 １７０ ５９９

① 戸籍・除籍の謄本、抄本、記載事項証明書等 １４７ ５５３

② （地方税の）納税証明書 １２１ ４９６

③ 住民票の写し及び住民票記載事項証明書 １６９ ５９６

④ 戸籍の附票の写し １２６ ４７０

⑤ 印鑑登録証明書 ※証明書登載の者・本人の請求に係るものに限る １６９ ５９８

Ⅰ 郵便局窓口における地方公共団体事務の取扱い

１ 「地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律」（平成19年10月1日施行）に基づき、当該地方公共団体
が指定した郵便局において取り扱わせることができる事務

２ 受託窓口事務（106県市区町村、3,021局で実施（平成29年1月末現在））
バス回数券等の販売、ごみ処理券の販売、し尿処理券の販売、入場券の販売、商品券の販売、ごみ袋の販売、バス利用券等の交付等

（平成29年1月末現在）

 ひまわりサービス（10１自治体、8６局で実施（平成29年２月末現在））
地方公共団体又は社会福祉協議会との協定に基づき、過疎地域において、原則として70歳以上の一人暮らしの高齢者及び高齢者夫婦世
帯を対象に、日本郵便株式会社の外務員による励ましの声かけ、集荷サービス等を実施

 地方公共団体受託業務（17自治体、15局で実施（平成29年３月１日現在））
地方公共団体からの委託を受け、外務員を活用した業務を実施（高齢者等への生活状況の確認、日用品の注文・図書の貸出の受付、廃棄
物等の不法投棄の見回り）

Ⅱ 郵便外務員を活用した取組

 郵便局のみまもりサービス（全国13都道県738局で試行実施）

高齢者の自宅を訪問し生活状況を確認、遠方のご家族等あて状況を報告する等のサービスを実施。平成27年7月からサービス内容の拡充
（定期訪問の滞在時間帯別の2コース化等）、平成27年10月より対象地域の拡大（56市町村567局→83市町村738局）等を実施。平成29年1
月の利用者人数は192人 。

Ⅲ その他新規の取組
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○日本郵便株式会社法（平成17年法律第100号）（抄）

（責務）
第五条 会社は、その業務の運営に当たっては、郵便の役務、簡易な貯蓄、送金及び債権債務の決済の役務並びに簡易に利用できる生命保険の役務を利用者本
位の簡便な方法により郵便局で一体的にかつあまねく全国において公平に利用できるようにする責務を有する。
（郵便局の設置）

第六条 会社は、総務省令で定めるところにより、あまねく全国において利用されることを旨として郵便局を設置しなければならない。
２ （略）

○日本郵便株式会社法施行規則（平成19年総務省令第37号）

（郵便局の設置基準等）
第四条 法第六条第一項の規定に基づく郵便局の設置については、会社は、いずれの市町村（特別区を含む。）においても、一以上の郵便局を設置しなければ
ならないものとする。ただし、郵便窓口業務及び保険窓口業務を行う会社の営業所（関連銀行の営業所が併設されている場合に限る。）が当該市町村（特別
区を含む。）において一以上設置されている場合又は郵便窓口業務及び銀行窓口業務を行う会社の営業所（関連保険会社の営業所が併設されている場合に限
る。）が当該市町村（特別区を含む。）において一以上設置されている場合その他の合理的な理由があると総務大臣が認める場合は、この限りでない。

２ 前項の基準によるほか、会社は、次に掲げる基準により、郵便局を設置しなければならない。
一 地域住民の需要に適切に対応することができるよう設置されていること。
二 交通、地理その他の事情を勘案して地域住民が容易に利用することができる位置に設置されていること。
三 過疎地においては、郵政民営化法等の一部を改正する等の法律（平成二十四年法律第三十号）の施行の際現に存する郵便局ネットワークの水準を維持す
ることを旨とすること。

３ 前二項の規定によるほか、会社は、会社の営業所であって郵便窓口業務を行うもののうち銀行窓口業務又は保険窓口業務を行わないものを郵便局に準ずる
ものとして前項に掲げる基準により設置しなければならない。

４ 簡易郵便局法（昭和二十四年法律第二百十三号）第七条第一項に規定する簡易郵便局は、前項の規定の適用については、同項に規定する会社の営業所とみ
なす。

５ 第二項第三号の「過疎地」とは、次に掲げる地域をいうものとする。
一 離島振興法（昭和二十八年法律第七十二号）第二条第一項の規定により指定された離島振興対策実施地域
二 奄美群島振興開発特別措置法（昭和二十九年法律第百八十九号）第一条に規定する奄美群島
三 山村振興法（昭和四十年法律第六十四号）第七条第一項の規定により指定された振興山村
四 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和四十四年法律第七十九号）第四条第一項に規定する小笠原諸島
五 半島振興法（昭和六十年法律第六十三号）第二条第一項の規定により指定された半島振興対策実施地域
六 過疎地域自立促進特別措置法（平成十二年法律第十五号）第二条第二項の規定により公示された地域
七 沖縄振興特別措置法（平成十四年法律第十四号）第三条第三号に規定する離島

○ 郵便局の設置については、あまねく全国において利用されることを旨として、原則いずれの市区町村においても一以上
の郵便局を設置することが義務づけられている。

○ 特に過疎地については、改正郵政民営化法の施行の際の水準を保つことが義務づけられている。
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○ 日本郵便において、全国すべての市区町村に、１以上の郵便局を設置。

郵便局が１局しかない町村には全て直営郵便局が置かれている。

※ 簡易郵便局のみが設置されている自治体は、宮城県大衡村（営業中の簡易郵便局が２局）のみ。

日本郵便株式会社法施行規則第４条各項に定める郵便局の設置基準に対して、日本郵便においては
以下のような基本的考え方をもって郵便局を設置しており、現状では基準に沿った郵便局の設置がなさ
れているものと考えられる。

第４条 …会社は、いずれの市町村（特別区を含む。）においても、一以上の郵便局を設置しなければならない…

２ 前項の基準によるほか、会社は、次に掲げる基準により、郵便局を設置しなければならない。
一 地域住民の需要に適切に対応することができるよう設置されていること。
二 交通、地理その他の事情を勘案して地域住民が容易に利用することができる位置に設置されていること。
三 過疎地においては、郵政民営化法等の一部を改正する等の法律（平成二十四年法律第三十号）の施行の際

現に存する郵便局ネットワークの水準を維持することを旨とすること。

○ 地域の変化等（例：開発による地域人口の増加、商業施設の新設 等）により、利用者の増加が見込まれ
る地域等については、郵便局等の新設を実施。

○ 郵便局等の廃止・見直しについては、設置基準を踏まえつつ、以下のような考え方で実施。

・ 利用需要の減少や店舗施設の老朽等の課題解消に伴う郵便局等配置の見直しを実施。

・ 郵便局等の利用者層や利用されるサービスが特定のものに限られる等、営業の効率化の観点から
経営改善の必要がある郵便局等については、運営形態（直営郵便局→簡易郵便局）等の見直しを行う。

・ 一時閉鎖の期間が長期化している簡易郵便局については、地域需要と他の郵便局の配置状況に照らし、
地域住民の日常生活上の動線等から他の郵便局を容易に利用できるものについて整理の対象とする。

おおひらむら





※ 上記市区町村数は、平成28年10月10日時点の市区町村数（1,741市区町村）より。
※ 上記郵便局数は、平成28年12月末日時点の郵便局数より。
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１．郵便局が少ない地方公共団体数

２．郵便局が多数設置されている地方公共団体数

○ 郵便局が１局の市区町村数 96 市区町村（すべて直営郵便局）

【内訳】
・市及び区：０団体、町：37団体、村：59団体
・都道府県数としては33都道府県

○ 郵便局が２局の市区町村数 183 市区町村

【内訳】
・２局とも直営郵便局
・１局が直営郵便局、１局が簡易郵便局
・２局とも簡易郵便局

135 市区町村
47 市区町村
１ 市区町村（宮城県大衡村）

○ 郵便局が５局以上の市区町村数 1,150 市区町村





コンビニが１店舗または０店舗の市区町村における郵便局の設置状況 13

１．コンビニ１店舗または０店舗の市区町村数

コンビニ１店舗の市区町村数 148 市区町村
307 市区町村

コンビニ０店舗の市区町村数 159 市区町村

【参考】 全国のコンビニ数 ： 49,797店舗

２．上記１の市区町村における郵便局数

コンビニ１店舗の市区町村における郵便局数 559 局
1,197 局

コンビニ０店舗の市区町村における郵便局数 638 局

【参考】 全国の郵便局数 ： 24,452局 （直営郵便局 ： 20,165局、簡易郵便局 ： 4,287局）

３．上記１の市区町村のうち郵便局が１局しかない市区町村数

コンビニ１店舗、郵便局１局の市区町村数 19 市区町村
63 市区町村

コンビニ０店舗、郵便局１局の市区町村数 44 市区町村

注 ： 日本郵便株式会社法施行規則第４条第１項において、「いずれの市町村（特別区を含む。）においても、一以上の
郵便局を設置しなければならないものとする。」と規定されているため、郵便局が存在しない市区町村は０団体。

※ コンビニ店舗数については、コンビニ等店舗数調査に基づく。コンビニ店舗数、郵便局数ともに平成28年３月末現在のもの。









コンビニが１店舗または０店舗の過疎地の市区町村における郵便局の設置状況 17

１．コンビニ１店舗または０店舗の過疎地の市区町村数

コンビニ１店舗の過疎地の市区町村数 130 市区町村
280 市区町村

コンビニ０店舗の過疎地の市区町村数 150 市区町村

【参考】 過疎地のコンビニ数 ： 18,310店舗

２．上記１の過疎地の市区町村における郵便局数

コンビニ１店舗の過疎地の市区町村における郵便局数 525 局
1,134 局

コンビニ０店舗の過疎地の市区町村における郵便局数 609 局

【参考】 全国の郵便局数 ： 24,452局 （直営郵便局 ： 20,165局、簡易郵便局 ： 4,287局）

３．上記１の過疎地の市区町村のうち郵便局が１局しかない過疎地の市区町村数

コンビニ１店舗、郵便局１局の過疎地の市区町村数 11 市区町村
53 市区町村

コンビニ０店舗、郵便局１局の過疎地の市区町村数 42 市区町村

注 ： 日本郵便株式会社法施行規則第４条第１項において、「いずれの市町村（特別区を含む。）においても、一以上の
郵便局を設置しなければならないものとする。」と規定されているため、郵便局が存在しない市区町村は０団体。

※ コンビニ店舗数については、コンビニ等店舗数調査に基づく。コンビニ店舗数、郵便局数ともに平成28年３月末現在のも
の。



過疎地における郵便局の利用状況 18

（第２回現状と課題WG（平成28年９月13日）日本郵便(株)提出資料より抜粋）





簡易郵便局と直営郵便局の比較 20

簡易郵便局 直営郵便局

営業日時

月～金
郵 便 ９時～17時
貯金・保険 ９時～16時

（取扱状況等により上記と異なる場合有）

月～金
郵 便 ９時～17時
貯金・保険 ９時～16時

（規模等によって、時間外・土日祝日営業有）

取扱業務
・ 郵便、貯金、保険のうち利用が少ないもの等、
一部を除いた業務

・ ATMが設置されていない場合がほとんど

・ 郵便、貯金、保険の全業務
・ ATMが設置されている

業務の
取扱者

個 人：約89％
農漁協・法人：約８％
地方公共団体：約３％

日本郵便株式会社の社員

人員配置 １人以上 ２人以上

施設 受託者が確保
日本郵便株式会社が所有

又は借入により確保

その他 受託者の確保が課題（高齢化の影響による後継者不足等）
小規模直営局（旧特定局）の再編や簡易局への転換を積極
的に推進する場合、地域住民や関係者と調整を実施





簡易郵便局の受託者の確保と受託者の属性 22

（第２回現状と課題WG（平成28年９月13日）日本郵便(株)提出資料より抜粋）


